
 

 

2024年３月１３日 

 

株式会社 s.m.consulting 様による「ＳＤＧｓ宣言」策定について 

 

 株式会社秋田銀行（頭取 新谷 明弘）は、グループ会社である株式会社あきぎんリサーチ＆  

コンサルティング（代表取締役社長 石川 聡）を通じて「〈あきぎん〉ＳＤＧｓ経営支援サービ

ス」をご提供しております。 

 今般、本サービスを利用し、株式会社 s.m.consulting 様が「ＳＤＧｓ宣言」を策定されまし

たので、下記のとおりお知らせいたします。 

 当行グループは、地域におけるＳＤＧｓの達成に向けた取組みを支援し、持続可能な地域社会

の実現に取り組んでまいります。 

 

記 

【会社概要】 

会  社  名 株式会社 s.m.consulting 

所  在  地 宮城県仙台市泉区泉中央１丁目２８番地２２ 

代  表  者 代表取締役 佐藤 貴規 

業     種 経営コンサルティング事業、経営革新認定支援機関、補助金支援事業 

企 業 紹 介 

当社は仙台市に本社を置き、「１社でも多くの企業が社会に必要な企

業となれるための良きパートナーでありたい」という経営理念を掲げる

弁護士法人と税理士法人を併設した東北で唯一のコンサルタント会社

です。継続的にコンプライアンス・ガバナンスの強化に取り組み、今後

も事業活動を通じて、地域社会の持続的発展に貢献してまいります。 

ＳＤＧｓへの取組み 

（別紙参照） 

○すべての社員が幸福感を抱きながら躍動する職場環境の創出 

○コンプライアンスマニュアルの作成・社内共有 

○ペーパーレス化などの業務のデジタル化推進 等 

 

（以 上） 

 

 

 

 

ＳＤＧｓ（Sustainable Development Goals） 

 2015 年に国連で採択された持続可能な開発目標であり、

2030 年までに解決すべき世界的優先課題 17 目標と目標を 

達成するための 169のターゲットが示されています。 



S D Gｓの 達 成 に向 けた 取 組 み

SDGｓとは
Sustainable Development Goals（持続可能な開
発目標）の略称で、2015年9月に国連で採択された
2030年までの国際目標。「地球上の誰一人取り残さ
ない」をスローガンに、持続可能な社会の実現を目指
しており、経済・社会・環境などの分野で17の目標と
169のターゲットで構成されています。

株式会社s.m.consulting SDGs推進宣言
当社は、国連が提唱する持続可能な開発目標（SDG s）に賛同し、
持続可能な社会の実現に向けた積極的な取組みを行ってまいります。

2024年3月  代表取締役  佐藤 貴規

～１社でも多くの企業が社会に必要な企業となれるための良きパートナーでありたい～
s.m.consulting（エス.エム.コンサルティング）は、杜の都・仙台市に本社を置き、
「弁護士法人と税理士法人を併設した東北で唯一のコンサルタント会社」です。

秋田県横手市出身の代表者のもと、継続的にコンプライアンス・ガバナンスの強化に取り組んできており、
事業活動を通じ地域社会の持続的発展に貢献してまいります。

働きがい

具体的な取組み

当社は、宮城県の「女性のチカラを活かす企業認証制度」の認証
を受けております。女性が、「安心」・「居心地の良さ」を感じて活躍
できる施策に継続的に取り組んでいくとともに、すべての社員
が幸福感を抱きながら躍動する職場環境の創出に取り組みます。

有給休暇取得率の向上／法定の健康診断以外の健診に
対する補助／資格取得のためのカリキュラムの整備／
キャリア面談の定期実施／企業DC導入の検討

法令厳守

顧客の利益を守り、自社の業務品質向上を図るため、継続
的に法令遵守の維持・改善に取り組みます。

具体的な取組み

情報漏洩に関する研修の実施／コンプライアンスマニュアルの
作成・社内共有／ヒヤリハット情報の文書化による共有／継続的
な５Sの励行／社員との定期的対話の実施

社会貢献

具体的な取組み

常に地域の持続的発展に結びつく活動を考え、社員一人
一人が使命感を持って取り組みます。

人財の積極的な採用／採用人財へのアカデミック研修の提供
による育成／専門知識の更新に資する教育プログラムの運用
／SDGsの取組みのホームページでの情報開示／地域金融
機関、公的支援機関等のステークホルダーとのパートナー
シップによる地域課題の解決に向けたソリューションの提供

環境整備

具体的な取組み

日常業務の継続的な見直しにより、地道に地域の環境
保全に繋がる活動に取り組みます。

ペーパーレス化などの業務のデジタル化推進／事務所内
照明のLED化による節電の実践／面談、打ち合わせ等のオン
ライン化による自動車移動の削減


